
浄化槽保守点検委託契約書
委託者
（以下「甲」という。）と受託者
（以下「乙」という。）との間に、浄化槽の保守点検業務の実施について、次のとおり契約を締結する。
（信義誠実の義務）
第１条　甲及び乙は、信義に従い、この契約を誠実に履行するものとする。
（委託業務の要領）
第２条　甲は、次に掲げるところにより浄化槽の保守点検業務（以下「委託業務」という。）を乙に委託し、乙は、これを受託する。
　(１)　委託業務の実施場所　　静岡市
　(２)　委託する浄化槽　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　方式、　　　　　　　　　人槽
　(３)　委託業務の内容　　　　乙は、環境省関係浄化槽法施行規則（昭和59年厚生省令第17号。以下「省令」という。）第６条第２項の表に掲げる期間ごとに１回以上浄化槽の保守点検を行う。
　(４)　委託期間　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日から　　　　　年　　　月　　　日まで。なお、委託期間満了１か月

前に解約の申出のない限り、更に１年延長するものとし、以後の期間についても同様とする。　　　
　(５)　委託料
　委託業務１（回・年）当たり金　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（委託業務実施上の注意）
第３条　乙は、省令および静岡市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例（平成15年静岡市条例第178号。以下「条例」という。）の規定に従い、委託業務を実施しなければならない。
２　乙は、条例第11条第2項に基づき、当該浄化槽の清掃が必要であると認めたときは、速やかに甲及び甲から委託を受けた浄化槽清掃業者に通知しなければならない。
（保守点検の記録）
第４条　乙は、各回の委託業務を実施したときは、省令第５条第２項の規定に基づき、保守点検の記録を２部作成し、１部を甲に交付するものとする。
２　甲及び乙は、前項の規定による保守点検の記録を３年間保管しなければならない。
（器具、機材等の負担）
第５条　委託業務に使用する器具、機材等（薬剤等消耗品実費を除く。）は、すべて乙の負担とする。
（委託料の支払）
第６条　甲は、各回の委託業務が完了し、その内容を確認したときは、乙の請求に基づき、速やかに当該委託業務に係る委託料及び実費負担額を支払うものとする。
２　乙は、この契約の委託期間内であっても、経済情勢の著しい変動その他やむを得ない理由があるときは、前項の委託料の変更を甲に申し入れることができる。
（権利義務の譲渡等の禁止）
第７条　乙は、この契約により生ずる権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。
２　乙は、第三者に対し、委託業務の全部若しくは一部の実施を委託し、又は請け負わせてはならない。
（損害賠償）
第８条　乙は、委託業務の実施に当たり、甲又は第三者に損害を及ぼしたときは、その損害について賠償の責めを負うものとする。ただし、その損害のうち甲の責めに帰すべき理由により生じたものは、甲の負担とする。
２　委託業務の実施に当たり、乙又は乙の従業員に損害を生じても、甲は、その責めを負わない。ただし、甲の責めに帰すべき理由による場合は、甲がその責めを負うものとする。
（契約の解除）
第９条　甲又は乙は、次の各号の一に該当すると認めたときは、この契約を解除することができるものとする。
(１)　乙の責めに帰すべき理由により、委託業務が第２条第４号の期間内に履行されず、又は履行される見込みがないと認められるとき。
(２)　前号に定める場合のほか、甲又は乙がこの契約の各条に違反したとき。
２　前項の規定によりこの契約が解除された場合において、甲の責めに帰すべき理由により契約が解除された場合は甲が、乙の責めにより帰すべき理由により契約が解除された場合は乙が、それぞれ相手方に対し損害賠償の責めを負うものとする。
（定めのない事項等の処理）
第10条　この契約に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、法令の定めるところによるもののほか、甲、乙協議のうえ処理するものとする。
　この契約の締結を証するため本書2通を作成し、甲、乙両者記名押印のうえ各自１通を保有する。
　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
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参考
(１)　環境省関係浄化槽法施行規則第６条第２項の表は、次のとおりとする。
　　　浄化槽　(抜粋)
	処理方式
	浄化槽の種類
	期間

	分離接触ばつ気方式、嫌気ろ床接触ばつ気方式
又は脱窒ろ床接触ばつ気方式
	１　処理対象人員が２０人以下の浄化槽
	４月

	
	２　処理対象人員が２１人以上５０人以下の浄化槽
	３月


(２)　静岡市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例　(抜粋)
（浄化槽保守点検の実施）
第11条　浄化槽保守点検業者は、浄化槽の保守点検を行うときは、これを浄化槽管理士に行わせ、若しくは実地に監督させ、又はその資格を有する浄化槽保守点検業者が自ら行い、若しくは実地に監督しなければならない。
２　浄化槽保守点検業者は、法第４条第７項に規定する技術上の基準に従って浄化槽の保守点検を行わなければならない。この場合において、当該浄化槽保守点検業者は、当該浄化槽の清掃が必要であると認めたときは、速やかに当該浄化槽の管理者及び当該浄化槽の管理者から委託を受けた浄化槽清掃業者に通知しなければならない。
３　浄化槽保守点検業者は、浄化槽管理士にその職務を行わせるときは、規則で定める浄化槽管理士証を携帯させなければならない。
４　前項の場合において、浄化槽管理士は、関係者の請求があるときは、同項の浄化槽管理士証を提示しなければならない。

